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（例規 33） 

財団法人防衛弘済会が行なう遺族援護事業の協力について（通達） 

標記について、下記により実施されたい。 

記 

１ 目的 

財団法人防衛弘済会の行なう遺族援護事業に協力し、これが円滑なる運営

を支援する。 

２ 協力内容 

(１) 陸上幕僚監部 

ア 防衛弘済会との連絡調整 

イ 諸給付金等の状況の把握 

ウ 防衛弘済会に対する保育資金給付申請書及び見舞品該当届（以下「申

請書」という。）の送付 

(２) 方面総監部 

ア 方面区内における給付状況の把握 

イ 地方協力本部からの申請書の陸上幕僚監部への送付 

(３) 地方協力本部 

ア 遺族に対する申請書用紙等の配布 

イ 遺族からの申請書の受付事務（別紙） 

ウ 申請書の方面総監部への送付 

エ 防衛弘済会の委任に基づく諸給付金等の遺族への贈呈 

(４) 最寄り部隊等 

遺族の居住地等の関係から、給付金申請書等の受付を最寄りの部隊等

において実施した場合は、速やかに当該申請書等を遺族居住地の地方協

力本部に送付するものとする。 



 
 


